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令和６年３月
環境省、農林水産省、
経済産業省、国土交通省

ネイチャーポジティブ経済移行戦略～自然資本に立脚した企業価値の創造～
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令和６年３月
環境省、農林水産省、
経済産業省、国土交通省

ネイチャーポジティブ経済移行戦略～自然資本に立脚した企業価値の創造～

※生物模倣
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ネイチャーポジティブ経済アライアンス（G7ANPE）
～知識の共有や情報ネットワーク構築の場～

➢ 2023年４月のG7環境・気候変動・エネルギー関係大臣会合において、議長国日本の主導で設立。

➢ 初年度である2023年は、ネイチャーポジティブに資する技術・ビジネスモデル等に関する事例共有ワークショップ（9/27,28）、情

報開示に反映すべき要素や課題に関する各国意見のシェア・発信（6/20）。2024年はCOP16においてWS実施予定。

伊藤信太郎大臣による
開会挨拶

来年度の継続開催を宣言した
イタリアB7のKatia Da Ros副会長

G7ANPEビジネス事例共有ワークショップ
- 主催：経団連、経団連自然保護協議会、共催：G7ANPE

- ２日間で述べ950人が聴講。
- 世界の９事例（うち日本から３事例）について発表・議論。
- CBD, TNFD, WEF, WBCSD, OECDも登壇。

SynecO：生態系の能力
を引き出す「協生農法」

清水建設：都市評価システム
「UE-Net」

住友化学：減農薬に資する「菌根菌」

気候変動COP28サイドイベントで活動報告

SynecO舩橋社長

次期議長国
コルバロ伊・
気候変動等
特命大使
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30by30目標（新世界目標ターゲット３）

ロードマップ公表
自然共生サイト実証
生物多様性COP15
生物多様性国家戦略
2023‐2030の策定

保護地域の拡充（国立公園等の拡張等）

自然共生サイト
本格認定開始

自民党2023.5提言

「2026年度までに500箇所以上」

・2022.4 30by30アライアンス発足

819者参加（2024.８.14現在）

※ 半分以上が企業・金融機関

・2022.7 経済的インセンティブ等検討会開始

2023年度
184サイト認定

※うち６割が企業申請
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地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律の概要
 2024.4.12成立

2025.4施行予定

主なポイント
・手続きのワンストップ化
・場所ではなく場所に紐付
く活動を認定（＝質の元々
良い場所だけでなく、これ
から質を上げていく活動も
認定対象）



6

自分の土地でない自然共生サイトに支援した際の“支援証明書”

②サイト認定
（認定証発行）

③支援実施（寄附等）

①認定申請
実施主体

④支援証明書の発行

支援者

0

認定機関

支援証明書
発行機関

・自然共生サイト等にヒト・モノ・カネいずれかの支援を行った者に“支援証明書”を発行。
・令和７年度の本格発行を目指し、支援証明書をTNFDに活用できるよう、投資家目線
のWGにて記載事項を作り込み中。令和６年９月から試行実施予定。併せてマッチング
イベントも開催。
・認定された自然共生サイトを管理者・所有者自身が企業財務情報開示等にどのように活
かすか（留意事項含む）についても、同じWGでストーリー作りの支援を実施。
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記載項目 記載事項

支援サイト情報
・サイト名称
・管理責任者情報
・活動区分（維持/回復/創出）

支援内容
に係る
情報

支援する
活動内容

自然共生サイトの場合：管理計画・モニタリング計画の内容
活動計画の場合  ：活動内容

インプット （例）金銭的支援：100万円寄付

アクティビティ （例）外来種駆除：〇人日分

支援実施日又
は支援期間

支援を実施した日時又は期間

ロジックモデル インプット~アウトカム(※)、GBFターゲットとの関連性を記載

特記事項（任意）

・今後の支援計画
・地方公共団体の計画（総合計画や生物多様性地域戦
略等）における位置づけ
・支援によって実現したアウトカム
・支援プロジェクトの具体的内容
・支援者の本業との関連
・その他の環境課題の解決への貢献

（参考）支援証明書（試行版）の発行イメージ

証明書番号1234567

※記載のとおりにアウトカムが出ることを保証するものではない

（※）記載のとおりにアウトカムがでることを保証するものではない旨を明記
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支援証明書を投資家に向けた情報開示に活用する際のポイントについて
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生物多様性の主流化に関する令和７年度概算要求

ネイチャーポジティブ経済（NPE）の実現に必要な事業を実施

生物多様性保全等のための基盤的事業費（1億の内数）
J-GBF（経団連会長をヘッドとする産官学民プラットフォーム）の運営

OECMを活用した健全な生態系の回復及び連結促進事業（４億の内数）
支援証明書等のインセンティブ措置の検討、伴走支援等

ネイチャーポジティブとカーボンニュートラルの同時実現に向け
た再エネ推進技術等の評価・実証事業【エネ特】 （1.5億）
ネイチャーポジティブに資する技術の実証

民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業（一部 総務

省・農水省・経産省 連携事業）の内、離島の脱炭素化等推進事業
【エネ特】（110億円の内数）
洋上風力が海洋の生態系に及ぼす正の影響等の実証

持続可能な社会構築に向けた企業経営における環境三社会の統合的達成
促進事業【一般】（0.2億）
バリューチェーン全体での企業の脱炭素経営普及・高度化事業【エネ
特】（14億の内数）
ネイチャーポジティブ（NP）の実現に向けた生物多様性保全等のための
国際協力・ルール先導推進費【一般】（1.7億の内数）
自然関連の情報開示・目標設定の支援、ネイチャーポジティブ経営推進
プラットフォームの運営（予定）、G7ANPE運営、生物多様性ISOへの対
応、ABS対応、国際潮流に照らしたNPE移行戦略のFU

１．企業の行動変容・ビジネス機会創出

３．主体・セクター連携２．市場変革

OECMを活用した健全な生態系の回復及び連結促進事業
（4億の内数、再）
地域における保全活動への支援

ネイチャーポジティブ（NP）の実現に向けた生物多様性保全等のため
の国際協力・ルール先導推進費（1.7億の内数、再）
バリューチェーンにおける生物多様性への影響の把握

NPE戦略（2023FY策定）に掲げられる施策を始め、企業の対応力アップのための施策を実施。

自然の価値が市場で適正に評価されること、
地域資源として活用されることを目指す。

互助・連帯しての取組を推進。

※上記のほか、30by30に係る税制措置要求（事項要求）。
地域戦略策定支援、生物多様性や活動成果の見える化等も実施。
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